
令和５年２月
資源エネルギー庁 石油流通課

LPG 事業を取り巻く情勢と施策の動向

沖縄県高圧ガス保安協会
ＬＰガス部会経営者セミナー

講演資料

１．ＬＰガス産業の現況

２．令和４年度補正・令和5年度予算
物価高対策に関する総合経済対策

３．ＬＰガスの災害対応

４．ＬＰガスのカーボンニュートラルの動向

５．料金透明化・取引適正化の動向
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【出典】 石油・天然ガス小委員会 石油市場動向調査ＷＧ（2022.3.30） 「2021年度～2026年度石油製品需要見通し（案）【液化石油ガス編】」資料より

⚫LPガスの国内需要は、LPガス利用が多い地方での人口減少や給湯機等のガス機器の省エネ化、オール
電化住宅の普及等の要因により、減少してきた。

⚫近年は、コロナ禍での経済活動の縮小により、コロナ前の１割程度の需要減となった。今後、徐々に需要
が戻るが、コロナ前の1,400万トンの水準までは戻らず、1,300万トン程度となる見通し。
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単位：千トン

⚫ LPガスは年間供給量の約8割を輸入、約2割を国内で原油から精製。

⚫ かつては中東諸国からの輸入が多かったが、近年は米国やカナダからのLPガスの調達が増加。

⚫ 調達先の多角化は、調達リスクを軽減するとともに、調達価格の低値・安定化にも貢献。
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アジアの主要なLPガス消費国の消費量推移
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• アジア大洋州でのLPガス消費の拡大が続いており、薪・石炭からの燃料転換により、とりわけ、中国、イ
ンドでは消費が急増している。

• これらの国々の一人当たりの消費量は、依然、日本の半分にも満たない状況であり、生活レベルの向
上や経済発展に伴う工業用途の拡大により、世界のLPガス消費量を長期的に牽引。

アジア大洋州地域

北米地域

中東地域

南米地域

欧州地域

世界のLPガス消費量の推移と見通し

出典：世界LPガス協会 Statistical Review of Global LPG 2022 （kg)
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都市ガス、LPガス、オール電化の需要家数の割合（令和元年度末）

需要家世帯におけるLPガスの位置づけ

⚫ 令和元年度末におけるＬＰガス・都市ガス・オール電化を利用する需要家世帯数の比率は、 LPガス
が約38%、都市ガスが約46%、オール電化が約16％となっている。

ＬＰガス
2,219万件
（38%）

都市ガス
2,742万件
（46%）

オール電化
946万件
（16%）

※全世帯数から都市ガス、LPガスの世帯数を除いた残数をもって、オール電化世帯数とした。
※都市ガスの世帯数は、ガス事業生産動態統計の調停件数（請求された件数）。
※LPガスの世帯数は、石油化学新聞社のLPガス統計年報（全国LPガス保安共済事業団集計） 5



一般家庭等

約2,423万世帯

6,000千ｔ

(42.7%)

⚫ 高圧ガスの容器配送という特性から、流通経路が多段階で複雑

⚫ 高圧ローリーでの配送や、ボンベによる小口配送により配送費用が高コスト

LPG専用タンカー

原油タンカー

備蓄義務
（40日分）

ﾊﾞﾙｸﾛｰﾘｰﾊﾞﾙｸﾛｰﾘｰ

都市ガス
196社

産油国

産ガス国

簡易ガス業者 1,304社

小売業者
17,603社

充てん所
2,025ヶ所

トラックトラック

輸入基地 35ヶ所

輸入業者 10社

＜原油を精製処理＞

製油所 25ヶ所

石油化学工場 6社

天然ガス工場 1社

LPGスタンド
1,748ヶ所

卸売業者
約1,100社

タクシー等

770千t(5.5%)

一般家庭等

1,100千t(7.8%)

電力
80千t(0.6%)

産業用
5,980千t(42.6%) 需要計 14,040千ｔ

※増熱用としての
LPガス需要量

元売り事業者（日本LPガス協会） 小売り事業者（全国LPガス協会）

出典：LPガス資料年報2021年版

元売 11社

ＬＰガスの流通経路
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⚫ 国内需要の減少に伴い、LPガス事業者数は減少傾向。300～500社の事業者が毎年廃業している。

⚫ LPガス事業者の６割を占める小規模事業者においては、後継者不足により、廃業が進んでいる。

ＬＰガス事業者数の推移

契約戸数の規模 LPガス事業者数 構成比

１～９９戸 ２,２８０ １４．０％

１００～２９９戸 ５,３９１ ３３．２％

３００～４９９戸 ２,９８７ １８．４％

５００～６９９戸 １,５９２ ９．８％

７００～９９９戸 １,１６２ ７．１％

１,０００～１,４９９戸 ８８３ ５．４％

１,５００～１,９９９戸 ４５８ ２．８％

２,０００～４,９９９戸 ９２７ ５．７％

５,０００～９,９９９戸 ３０６ １．９％

１０,０００戸以上 ２７５ １．７％

ＬＰガス事業者の規模別の分布

出典：LPガス事業団広報 令和3年度LPガス消費者戸数別 事業者分布表

小規模の
事業者

1～2割が廃業
を考えている

従業員10名
くらいの規模

ＬＰガス事業者数の推移と規模別分布

7出典：経済産業省ガス安全室調べ
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⚫ 2022年12月末時点の小売価格は横ばいで推移しており、8,863円。コロナ禍における最低価格
（2021年8月 7,996円）と比較すると約１割の上昇。

⚫ プロパン輸入価格は、原油価格の下落を受け、輸入価格は下落の兆候。
⚫ 都市ガスと比較しても、足元の価格は横ばいで推移。

家庭用LPガス小売価格の推移

（単位：円／10㎥）

(2022年12月)
8,863円/10㎥

約１割

(2021年8月)
7,996円/10㎥

(2022年12月)
3,527円/10㎥

（注）輸入価格はCIF価格を10㎥換算したもの

（出典）石油情報センター 「液化石油ガス流通価格の推移」資料より

【輸入価格・卸価格・家庭用LPガス小売価格の推移】

下落の
兆候

【都市ガス・LPガスの消費者物価指数の推移】

（出典）総務省 「消費者物価指数」より

（2020年を100とした場合）

2021年 2022年

(2022年12月)
112.9 (前年同月比10.2%)
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５．２０５０年を見据えた２０３０年に向けた政策対応
（１）現時点での技術を前提としたそれぞれのエネルギー源の位置づけ
（c）ＬＰガス

○全国的な供給体制に加えて緊急時に供給を維持できる備蓄体制も整備。最終需要者への供給体制及び備蓄制度が整備され、可
搬性、貯蔵の容易性に利点があり、「最後の砦」として平時のみならず緊急時のエネルギー供給に貢献する重要なエネルギー源である。

○供給体制の確保に向け、備蓄の着実な実施や中核充填所の強靱化に加え、料金の透明化、業務合理化を通じたコスト抑制などに
取り組む必要がある。

（１０）化石燃料の供給体制の今後のあり方
①石油・ＬＰガス備蓄の確保

○大規模災害等に備え、現在の国家備蓄・民間備蓄を合わせた備蓄水準を維持する。危機発生時における機動力の更なる向上に向
け、国家備蓄放出について、国家備蓄基地からタンカーや内航船等を利用した各地への輸送手段に係るシミュレーションを実施する。

○災害時の供給体制確保の観点から、自家発電設備等を備えた中核充填所の新設や設備強化を進めるとともに、避難所や医療・社
会福祉施設等の重要施設における燃料備蓄などの需要サイドにおける備蓄強化を進める。

○緊急時の供給協力を円滑に行う「災害時石油ガス供給連携計画」の不断の見直しを行い、訓練を実施する。

④ＬＰガスの供給体制確保

○調達先を多角化することにより、我が国のエネルギー・セキュリティ向上に取り組むことが必要。
○温室効果ガス排出削減やＬＰガス産業の収益力の向上を目指し、省エネルギーにも資するスマートメーターの導入による配送合理化
などの取組を後押し。

○温室効果ガス排出削減の観点から、石油からＬＰガスへの燃料転換の取組を進める。熱電併給においても、より省エネルギーを実現す
る家庭用燃料電池等のＬＰガスコージェネレーションや電力需要のピークカットに貢献できるガスヒートポンプ等の利用拡大を進める。

○ＬＰガスの脱炭素化に向けて、バイオＬＰガスや合成ＬＰガス（プロパネーション、ブタネーション）等の研究開発や社会実装に取り組
む産業界の取組を後押しする。

○ＬＰガスの取引適正化のため、国の小売価格調査・情報提供の継続に加え、ＬＰガス販売事業者による、ホームページ等の消費者
がアクセスしやすい環境を通じた標準的な料金の公表を進める。特に集合賃貸住宅における料金透明化を進めるため、不動産業界等
の関係業界と連携した取組を促進していく。

第6次エネルギー基本計画（令和３年10月閣議決定）におけるLPガスの記述

9
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令和４年度二次補正予算・令和５年度当初予算案のポイント
（LPガス関連）

Ｉ．物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策 153.4億円
小売価格低減に資する石油ガス配送合理化補助金 137.7億円
小売価格低減に資する石油ガス設備導入促進補助金 15.7億円

Ⅱ．災害対応能力等の強化 33.3億円（40.4億円）
災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の推進事業費補助金（LPガスタンク分）

33.3億円（補正17.5億円＋当初15.8億円）（40.4億円（補正28.4億円＋12.0億円））
（※） 「石油タンク分」なども含めた事業全体の補正＋当初案は、「62.8億円（69.9億円）」

Ⅲ．LPガスに係る取引適正化、流通合理化の推進 8.0億円（7.1億円）
石油ガスの流通合理化及び取引の適正化等に関する支援事業費 8.0億円（7.1億円）
・構造改善推進事業 5.9億円（5.1億円）
・石油ガス地域防災対応体制検討事業 等 2.1億円（2.1億円）

Ⅳ．LPガス備蓄体制の強化 225.0億円（267.5億円）
（１）国庫債務整理基金特別会計へ繰入 117.5億円（146.4億円）

（２）緊急時放出に備えた国家備蓄石油及び国家備蓄施設の管理委託費 85.0億円（ 97.0億円）

（３）国有資産等所在地市町村交付金 等 22.6億円（ 24.0億円）

令和4年度二次補正予算＋令和5年度当初予算案 419.7億円（補正170.9億円+当初248.8億円）

（315.0億円（補正28.4億円+当初286.6億円））

（注） （）内は、令和3年度補正予算＋令和4年度当初予算額 、 四捨五入により合計金額とずれあり
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LPガスへの支援について

【物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策（抜粋）】

（令和４年10月28日閣議決定）

Ⅰ 物価高騰・賃上げへの取組

１．エネルギー・食料品等の価格高騰により厳しい状況にある生活者・事業者への支援

都市ガスについては、値上がりの動向、事業構造などを踏まえ、電気との

バランスを勘案した適切な措置を講ずる。具体的には、家庭及び企業に

対して、都市ガス料金の上昇による負担の増加に対応する額を支援する。

ＬＰガスについては、価格上昇抑制に資する配送合理化等の措置を講

ずる。

・小売価格低減に資する石油ガス配送合理化補助金 （経済産業省）
・小売価格低減に資する石油ガス設備導入促進補助金（経済産業省）

12

LPガス業界の要望について
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◇地方創生臨時交付金によるLPガス支援
• 地方創生臨時交付金（電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金：6,000億円）：

対象事業となる推奨事業メニューに「LPガス料金支援」を新たに明示し、各県のLPガス

協会から自治体に事業化を働きかける。

その際、電気・都市ガス料金は今回の経済対策で別途手当てをするため、これらに手

当てしようとしていた交付金は、LPガス料金に対して集中的に充当するよう働きかける。

◇配送合理化等の措置
（小売価格低減に資する石油ガス配送合理化補助金、小売価格低減に資する石油ガス設備導入促進補助金）

• LPガス価格は、人件費･輸送費等の比率が大きい。

• 零細事業者を含め、配送合理化への取組みを、前例のない補助率で推進する。

– スマートメーターや配送車両などが対象。

• 各県のLPガス協会を通じ、全事業者に対して価格上昇の抑制を徹底するよう働きかけ

る。また、今後、価格の動向も検証する。

LPガスへの対応について

14

うちLP特化, 8
事業化済み/予定, 26

検討中, 10

事業化不可, 11

地方創生臨時交付金を活用した新たなLPガス料金対策の事業化に向けた検討

11月8日

•内閣府が定める推奨事業メニューにLPガス料金支援を明確化

•資源エネルギー庁から地方公共団体宛て「地方創生臨時交付金のLPガス料金上昇抑制に向けた活用のお願い」を
発出

11月9日

・10日

•資源エネルギー庁から全国LPガス協会に対して、地方創生臨時交付金を活用したLPガス支援策の実施に向け、地方
公共団体との連携を要請、各県LPガス協会から地方公共団体へ働きかけを開始

事業化不可

千葉●
群馬●
神奈川●
大阪
鳥取●
岡山●

●：事業化不可の理由が
「予算枯渇」（10県）

島根●
山口●
福岡●
長崎●
鹿児島●

検討中

秋田、岩手、山形、宮城、埼玉
東京、長野、静岡、香川、愛媛

事業化済み/予定

北海道◎
青森
福島◎
栃木☆◎
茨城☆◎
新潟☆◎
山梨
愛知☆
三重
岐阜
富山
石川
福井

☆：LPガスに特化した支援

◎：11月8日付け資源エネ
ルギー庁から発出した事務
連絡を受けて事業化

滋賀
京都◎
奈良◎
和歌山
兵庫☆◎
広島☆
徳島◎
高知☆◎
佐賀
大分☆◎
熊本◎
宮崎
沖縄
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（参考）都道府県における重点交付金の活用事例

栃木県

⚫ 支援対象：LPガス消費者

⚫ 支援方法：県が定めた値引き単価により使用量
に応じた値引きを行ったLPガス販売業者に対して、
値引き分を支援

⚫ 予算規模：約6.8億円

大分県

⚫ 支援対象：LPガス消費者

⚫ 支援方法：LPガス料金の支払いに利用し得る新
たなプレミアム商品券を発行（都市ガス等の公共
料金は利用対象外）

⚫ 予算規模：約20億円（プレミアム商品券全体）

茨城県

⚫ 支援対象：LPガス消費世帯

⚫ 支援方法：LPガス販売事業者を通じて一般家
庭に対し料金の値引き（500円/世帯）を支援

⚫ 予算規模：約3.8億円

事
業
化
済
み
／
予
定
の
う
ち
Ｌ
Ｐ
特
化

愛知県

⚫ 支援対象：LPガス使用窯業事業者

⚫ 支援方法：LPガスの上昇分に相当する額の支援金を
交付し、窯業事業者の事業継続を支援

⚫ 予算規模：約3.7億円

兵庫県

⚫ 支援対象：LPガス使用地場産業

⚫ 支援方法：LPガス使用量に応じ5万円～100万円を
支援

⚫ 予算規模：約0.5億円

広島県

⚫ 支援対象：LPガス使用施設園芸事業者

⚫ 支援方法：LPガスに係る燃料費負担の一部を支援

⚫ 予算規模：約0.3億円

個人向け 企業向け
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小売価格低減に資する石油ガス配送合理化補助金
令和4年度第2次補正予算額 137.7億円

事業の内容 事業イメージ

事業目的

LPガスの小売価格低減に資するLPガス事業者の人手不
足解消、配送業務の効率化を図るため、LPガス事業者の経
営体質の強化を図ることを目的とします。

事業概要

（１）遠隔でのガス栓の開閉や遠隔検針が可能なスマート
メーターの導入を支援します。

（２）LPバルクローリー、配送車両等の導入を支援します。

（３）ボンベにLPガスを補充する充てん所は、手作業で行わ
れているところもあることから、充てん所の自動化等に資す
る設備導入を支援します。

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国 民間企業
LPガス
事業者等

（１） 補助
（定額）

補助
（4/5以内）

国 民間企業
LPガス
事業者等

（３） 補助
（定額）

補助
（定額）

【スマートメーターの仕組み】

需要家
（遠隔検針等に対応
したマイコンメーター）

LPガス
販売事業者

遠隔検針
･ガス栓の開閉等

データセンター

【LPガスの配送車両】

LPバルクローリー

LPガス運搬車

【LPガスボンベ充てん所の自動化】

国 民間企業
LPガス
事業者等

（２） 補助
（定額）

補助
（4/5以内）

配送合理化

1件当たり
100円～200円
の価格抑制
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小売価格低減に資する石油ガス設備導入促進補助金
令和4年度第2次補正予算額 15.7億円

事業の内容 事業イメージ

事業目的

LPガスの小売価格低減に資するため、需要家側のLPガス
タンクの大型化等による購入コストの低減や燃料備蓄を推進
する観点から、LPガスタンク等の導入支援を行い、LPガス事
業者のコスト低減を図ることを目的とします。

事業概要

LPガスを利用する需要家が、大型のLPガスタンクでの供給
を受ける際に必要となるLPガスタンクや付属設備等の購入や
設置工事費に要する経費の一部を支援します。

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国 民間企業

民間企業、
LPガス
事業者等

補助
（定額）

補助
（4/5以内）

LPガスタンク 非常用発電機

【LPガスタンク、付属設備の例】

【価格低減効果の例】

小規模飲食店
学校施設
（100m3）

大規模工場
(自動車部品製造、
車両塗装など)
（500m3）

ガスボンベ
による供給

約5.5万円/月 約30万円/月

ＬＰガスタンク
による供給

約4.2万円/月 約20万円/月

▲1.3万円 ▲10万円
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１．ＬＰガス産業の現況

２．令和４年度補正・令和5年度予算
物価高対策に関する総合経済対策

３．ＬＰガスの災害対応

４．ＬＰガスのカーボンニュートラルの動向

５．料金透明化・取引適正化の動向
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⚫災害時に電力・都市ガスの導管供給が分断された場合にも、 LPガスは導管に依存せず、ボンベで供給
される分散型エネルギーであることから、個々の設備が被災していなければ、有効に利用が可能。

⚫東日本大震災の経験を踏まえ、LPガスの災害対応強化のため、以下の取り組みを推進。

① 災害に強い中核充填所の整備（自家発電機の整備、浸水対策のための施設の嵩上げ等）

② 各県、各地域での災害時供給訓練の実施

③ 避難所、医療福祉施設等でのLPガス備蓄、LPガス発電機、LPガス空調機等の整備

東日本大震災後の被災３県における各インフラの供給不能戸数の推移 LPガス備蓄をつかった災害時の避難所での活用

LPガス利用世帯の復旧が早く、
災害時のLPガスのメリットを再確認

ＬＰガスによる災害対応

20

福島（長崎県）
施設容量 ２０万㌧
備蓄方式 地上低温

七尾（石川県）
施設容量 ２５万㌧
備蓄方式 地上低温

神栖（茨城県）
施設容量 ２０万㌧
備蓄方式 地上低温

倉敷（岡山県）
施設容量 ４０万㌧
備蓄方式 地下常温

波方（愛媛県）
施設容量 ４５万㌧
備蓄方式 地下常温

地上 地下

地下

波方基地

（上：地上設備、

下：地下岩盤貯槽）

七尾基地

＜我が国の国家備蓄LPガスの蔵置場所＞

地上

地上

我が国のLPガス備蓄

⚫ 我が国のLPガス備蓄は、①国が保有する「国家備蓄」と、②石油備蓄法に基づきLPガス輸

入事業者が義務として保有する「民間備蓄」で構成される。

・国家備蓄：約139万トン（51日分）

・民間備蓄：約188万トン（68日分）※民間備蓄義務日数は40日分 （令和4年11月末時点）

21



災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の推進事業費補助金

⚫大規模な災害等が発生した時に、ライフライン機能の維持が求められる医療施設や福祉施設、公的避
難所及び一時避難所となり得る施設等において、自衛的な燃料備蓄のためにＬＰガスタンク等を設置
する経費の一部を補助。

⚫平成24年度から令和３年度までの支援実績は1,163件※。

施設別の導入実績
（平成24年度~令和3年度）

LPガスタンク（災害バルク） 非常用発電機

【大阪府泉佐野市での導入事例】

※令和４年度へ繰越し、事業実施中の16件を除く。

※平成２４年度は補正予算の措置のみで、令和元年度以降はその年度に執行された補正予算が含まれる。
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予算・支援実績の推移
件億円

日新小学校屋内運動場での導入事例 GHPと非常用発電機を導入（日新小学校）

病院
170

(14.6%)

公共施設
135

(11.6%)

ホテル
商業施設等

385
(33.1%)

福祉施設
473

(40.7%)
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災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の
推進事業費補助金
令和4年度第2次補正予算額 20億円 ※うちＬＰガス分:17.5億円

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国 民間企業等

補助
（定額）

事業イメージ

事業目的・概要

⚫災害時において、道路等が寸断した場合に、LPガス充填所
やサービスステーション（SS）などの供給側の強靱化だけでは
燃料供給が滞る可能性があることから、需要家側においても
自家発電設備等を稼働させるための燃料を「自衛的備蓄」と
して確保することは、災害時における施設機能の継続を確実
にする有効な方策です。

⚫このため、避難所や多数の避難者・避難困難者が発生する
施設等の社会的重要インフラへの燃料備蓄を推進すべく、LP
ガスタンクや石油タンク等の設置を支援します。

成果目標

⚫多数の避難者が発生する避難所等への導入を促進するた
め、社会的重要インフラにLPガス・石油製品の「自衛的備
蓄」を促し、災害対応能力の強化を目指します。

民間団体
等

補助
(2/3、1/2)

分散型エネルギーであるLPガス・石油製品を利用した、LPガス
タンク、石油タンク、自家発電設備等の設置を支援します。

需要家側への燃料備蓄の推進

社会的重要インフラ

避難所

多数の避難者、避難困難者が発生する施設

医療・福祉施設

石油タンク 自家発電設備LPガスタンク

資源エネルギー庁 資源・燃料部
石油流通課
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災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の
推進事業費補助金
令和5年度予算案額 42.8億円（37.5億円）※うちＬＰガス分:15.8億円（12.0億円）

資源エネルギー庁 資源・燃料部
石油流通課
資源エネルギー庁 電力・ガス事業部
政策課

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

事業イメージ

事業目的・概要

⚫災害時において、道路等が寸断した場合に、LPガス充填所
やサービスステーション（SS）などの供給側の強靱化だけで
は燃料供給が滞る可能性があることから、需要家側におい
ても自家発電設備等を稼働させるための燃料を「自衛的備
蓄」として確保することは、災害時における施設機能の継続
を確実にする有効な方策です。

⚫このため、避難所や多数の避難者・避難困難者が発生する
施設等の社会的重要インフラへの燃料備蓄を推進すべく、
LPガスタンクや石油タンク等の設置を支援します。

成果目標

⚫多数の避難者が発生する避難所等への導入を促進するた
め、社会的重要インフラにLPガス・石油製品の「自衛的備
蓄」を促し、災害対応能力の強化を目指します。

国 民間企業等

補助
（定額）

民間団体
等

補助
(2/3、1/2等)

分散型エネルギーであるLPガス・石油製品を利用した、LPガス
タンク、石油タンク等の設置を支援します。

需要家側への燃料備蓄の推進

社会的重要インフラ

商業施設 公共施設

多数の避難者、避難困難者が発生する施設

自治体における防災の拠点となる施設

LPガスタンク 石油タンク 附帯設備
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１．ＬＰガス産業の現況

２．令和４年度補正・令和5年度予算
物価高対策に関する総合経済対策

３．ＬＰガスの災害対応

４．ＬＰガスのカーボンニュートラルの動向

５．料金透明化・取引適正化の動向
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カーボンニュートラルの国際枠組みと目標

26

令和2年10月26日 菅総理の所信表明演説

（略）我が国は、2050年までに、温室効果ガスの排
出を全体としてゼロにする、すなわち2050年カーボ
ンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すことを、
ここに宣言いたします。

令和3年4月2２日 地球温暖化対策推進本部
（菅総理締め括り発言）

（略）2050年目標と整合的で、野心的な目標とし
て、2030年度に、温室効果ガスを2013年度から
46％削減することを目指します。

パリ協定（2016年（平成28年）11月発効）

⚫ 地球環境のCO₂排出抑制の取り組みについて定めた京都議定書（1997年）の後継となる国際
的取り決め。先進国、中国、インドを含めた、主要なCO₂排出国が加盟している。

⚫ 世界の平均気温の上昇を、産業革命当時の気温より、＋２℃までに抑制する。さらに＋1.5℃ま
でに抑制するように努める。

温室効果ガス削減の実績と工程のイメージ
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2020年度までは実績値（環境省、国立環境研究所発表）
2021年度以降は、2030年度目標までの均等割の数値
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グリーン成長戦略と14分野

27

⚫ カーボンニュートラル実現のため、2020年12月に「グリーン成長戦略」を策定（2021年6月改訂）

⚫ グリーン成長戦略において、特に開発が必要な技術/産業分野として14分野を指定。この14分野は、
長期的に政府がその進捗のモニタリングや、支援をしていくための枠組みとなっている。

14分野
① 太陽光・洋上風力・地熱産業
② 水素・アンモニア産業
③ 次世代熱エネルギー産業（← 都市ガスのメタネーション）

④ 原子力産業
⑤ 自動車・蓄電池産業
⑥ 半導体・情報通信産業
⑦ 船舶産業
⑧ 物流・人流・土木インフラ産業
⑨ 食料、農林水産業
⑩ 航空機産業
⑪ カーボンリサイクル・マテリアル産業

（← 代替航空機燃料、合成燃料、グリーンLPG等が含まれる）

⑫ 住宅・建築物産業・次世代電力マネジメント産業
（← ZEH住宅等が含まれる）

⑬ 資源循環関連産業
⑭ ライフスタイル関連産業

電力以外では、電化中心
で対応していく。
熱需要には、水素利用、
CO₂回収で対応していく。

グリーン成長戦略のストーリー

海上風力発電は設置可能な場所が
限られる。
メガソーラーの設置可能な土地もほとんど
残っていない。
結局、住宅・建物での太陽光発電の普及で
必要な電力を確保していくしかない。

CO₂の排出量が多いこと、今後、社会全体の電化を進
めることから、電力の脱炭素化が特に重要であり、今後、
以下に取り組んでいく。

●再エネ導入の最大化
●既存火力発電で、水素、アンモニアを燃料として燃焼
●既存火力発電でのCO₂回収
●次世代小型原発、既存原発の再稼働
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クリーンエネルギー戦略（2021年6月中間取りまとめ）の位置づけ

⚫ 2050年カーボンニュートラルや2030年度46％削減の実現を目指す中で、将来にわたって安定
的で安価なエネルギー供給を確保し、更なる経済成長につなげるため、「点」ではなく「線」で実
現可能なパスを描く。

2030 2050

カーボンニュートラルの度合い

足下

46%削減

カーボンニュートラル

グリーン成長戦略
• 成長が期待される14分野
• 革新的イノベーションによるカーボンニュートラ

ルの実現

長期戦略
• パリ協定の規定に基づく長期低排出発展

戦略として策定
• 2050年CNに向けた分野別長期的ビジョン

エネルギー基本計画
• エネルギーミックス
• 供給サイド重視のエネルギー政策
• 目標まで10年以下であり、既存技術の活

用の必要性等を提示

地球温暖化対策計画
• 新たな2030年度温室効果ガス削減目標
• 2030年度目標の裏付けとなる対策・施策

クリーンエネルギー戦略
• 脱炭素を見据え、将来にわたって安定的で安価なエネルギー供給を確保
• 供給サイドに加えて、産業など需要サイドの各分野でのエネルギー転換の

方策を整理
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⚫ 重油から、CO₂排出量の少ないガスへの燃料転換の促進
➢ 重油ボイラーからLPガスボイラーへの更新、重油燃料タンカーからLPガス燃料タンカーへの更新

⚫ CO₂排出量が少ない省エネのガス機器の普及
➢ 高効率ガス給湯機、家庭用燃料電池（LPガスで発電・給湯する機器：エネファーム）の普及

⚫ 配送の合理化
➢ スマートメーター/集中監視装置の導入による過剰な配送頻度を減少

➢ 他社とのボンベの共同配送による配送距離の短縮化

⚫ カーボンニュートラルLPガスの販売
➢ CO₂排出権を付与したLPガスの販売により、LPガス利用によるCO₂排出量を相殺

⚫ グリーンLPガスの研究開発
➢ 水素と一酸化炭素から人工合成したLPガス（グリーンLPガス）の生産を研究

グリーンLPガスの生産技術イメージ

ガス化・ガス精製 ガス精製・圧縮 触媒反応

（出典：（独）産業技術総合研究所）

LPガス燃料タンカー
（従来の重油燃料タンカーに比べ、
２割CO₂排出量を減少できる）

カーボンニュートラルに向けたＬＰガス業界の取り組み
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カーボンニュートラルLPガスを扱っている主な事業者

業種 事業者名 参考情報

輸入元売会社 アストモスエネルギー、ENEOSグローブ、ジクシス、ジャパンガスエナジー

輸入元売・小売会社 岩谷産業 J-クレジットから調達

小売会社 サイサン（埼玉県さいたま市） ⚫ ジャパンガスエナジーから調達

⚫ 西武ライオンズ、日光金谷ホテル、万平ホテル、武雄市総合庁舎、
いわきスポーツクラブ等170箇所にCNLPGを供給

小売会社 三ツ輪産業（東京都新宿区） ⚫ 日本最初のCNLPG販売
⚫ J-クレジット、アストモスエネルギーから調達

小売会社 アストモスリテイリング
富士瓦斯
TOKAI
盛岡ガス燃料（岩手県盛岡市）
サンワ（群馬県前橋市）
山陰酸素工業（鳥取県米子市）

アストモスエネルギーから調達

小売会社 白鳥プロパン（青森県青森市）
あぶらや木島商店（新潟県糸魚川市）
下出商会（奈良県奈良市）

サイサンから調達

小売会社 マルハ産業（宮城県仙台市）
三愛オブリ（東京都千代田区）
橋本産業（東京都台東区）
広島ガスプロパン（広島県広島市）
日の丸産業（鳥取県鳥取市）

ENEOSグローブから調達

二酸化炭素排出権を付与することで、LPガス利用による二酸化炭素排出をオフセットするカーボンニュート
ラルLPガスを提供する会社が増えてきている。

※業界紙の記事により、収集 30

＜現状＞
⚫ 市場動向

– 燃焼しても全体でみれば大気中にCO2が増加しないグリーンLPGの社会実装が鍵。また、
既存のインフラが活用可能であり、水素等、他の新燃料に比べて導入コストを抑えること
が可能。

– 他方、製造プロセスが未確立で製造コストが高く、現状、国内外において、商用規模のプ
ラントを稼働した例はない。

⚫ 競合動向
– 欧州を中心に、バイオLPG生成に関する数多くの研究開発や実証プロジェクトが立ち上
がっている。

– グリーンLPG生成を主目的とした技術開発は世界的に見ても取組がなされていない状
況。

グリーンLPGの現状

⚫ LPガスは今後も国内市場で一定規模を維持することが予測されることから、カーボンニュートラル社
会の実現には、グリーンLPGの社会実装が必要不可欠。

⚫ 他方、欧米勢は必ずしも積極的な取組を展開しておらず、わが国産業の取組が期待される。
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反応炉

CO H2
CO H2

① メタノール経由の間接製法ver.1（原料はCO+H2） 【GI基金 35億円（2022～2030）：古河電工＋北海道大学＋静岡大学】

生成率
30％→50%

プロパン

ブタン
メタノール DME

プロパン

ブタン

④ FT合成製法 【NEDO研究委託費（2022～2024）：ENEOSグローブ＋新日鉄エンジニアリング+富山大学】

H2CO
反応炉

プロパン

ブタン
生成率
30%→50％

H2CO
プロパン

ブタン

H2

③ DME経由の間接製法 【NEDO研究委託費（2022～2024）：グリーンLPG推進協議会＋産総研＋触媒メーカー】

第一反応炉

メタノールCO

第二反応炉

DME
プロパン 生成率

不明DME 生成率
100％

ブタン

プロパン

ブタンDMEH2CO

H2

反応炉

メタノール
H2CO2

DME
ジメチルエーテル

② メタノール経由の間接製法ver.2（原料はCO2＋H2） 【グリーンLPG推進協議会自主研究（2022～2024）：北九州市立大学】

CO
生成率
80%以上

プロパン

ブタン

プロパン

ブタン

H2
CO2

LPガスの輸入・元売会社による研究やLPガスとは無関係のメーカーによる研究など、広がりを見せている。

⑤ バイオ原料からの製法 【環境省の研究委託費（2022～2029）】

反応炉

プロパン

ブタン生成率不明
メタン

CH4

農作物からの
メタン発酵

CO CO2 H2 反応炉
生成率
10％→50％

プロパン

ブタン燃 焼

クボタ＋京都大
＋早稲田大

高知県庁
＋高知大学等

グリーンLPガス研究プロジェクトの動向
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グリーンLPG生産コストと水素価格との

相関関係
（万円/㌧）

（水素価格）

現在価格
2030年
政府目標

2050年
政府目標

豪州
現地調達

※原料となる水素価格が20円/㎥（2050年政府目標）となり、グリーンLPG製造原価が
22万円/トンになった場合。

※※石油・石炭税は、海外から輸入されるLPガスに課される税であり、グリーンLPGが国内生産
された場合は、課税対象とならないため、推定額の積算から外した。

2030年の研究目標である
グリーンLPGの生産効率

30％→50％を達成した場合の
グラフ

⚫ 水素価格は、グリーンLPガスの生産コストに大きな影響を与える。

⚫ 水素価格20円/N㎥でのグリーンLPガス小売価格は、現在の流通コスト構造が変わらないとすれば、

推定11,042円/10㎥となる※。 ※古河電工の研究によるコスト試算からの推計

2022年4月のプロパン輸入価格 10.8万円/㌧

グリーンLPガスの推定価格
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グリーンLPガスの活用事例

【古河電気工業（株）ＨＰより】
https://www.furukawa.co.jp/release/2022/kenkai_20220523.html

⚫ グリーンLPG生成の研究開発に取り組む古河電気工業（株）は、2022年10月に行われた栃木国体
で使用される炬火の燃料に、グリーンLPガスを提供。

炬火台用燃料として使用
22年10月1日～11日
22年10月29日～31日

34

⚫ 技術開発の加速
– 化石燃料によらないLPガス（グリーンLPG）の開発に

取り組み、2030年度までに生成率50％となる合成
技術を確立し、商用化を目指す。

グリーンLPGの社会実装に向けた取組

グリーンLPG生成における取組の方向性

⚫ グリーンイノベーション基金を主軸としたグリーンLPGの開発に取り組むほか、国際的なルールメ
イキングに対し積極的に関与していく。

課題解決に向け、2022年7月より、産・学・官が参加する「グリーンＬＰＧ推進官
民検討会議」を開催。需要・供給一体での普及拡大策を検討する。

⚫ ビジネス環境の整備
– グリーンLPGが脱炭素技術としての国際的評価を確立

するために、CO2排出量に係るルールメイキングに対し
積極的に関与する。

– 非化石燃料から生成されたグリーンLPガスのための品
質基準を確立するほか、保安制度や品質基準等の日
本のLPガスの制度的基盤を、技術協力を通じてアジ
アでの浸透を図る。
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化石燃料によらないLPガス（グリーンLPガス）官民検討会について

事務局：日本LPガス協会

＜テーマ＞

⚫ 社会実装に向けたLPガス業界としてのロードマップ作り
⚫ トランジション期間における省エネ機器の普及促進
⚫ 新たな品質基準作り／保安の確保／非化石燃料としての第三者認定 等

産

日本LPガス協会（日本グリーンLPガス推進協議会）、

全国LPガス協会、

古河電気工業、クボタ、日本ガス石油機器工業会

学 国際大学、早稲田大学

官 経済産業省、NEDO、産業技術総合研究所

⚫ 2050年カーボンニュートラル社会の実現に向け、LPガス業界内でもグリーンなLPガスの製造技術
開発に向けたプロジェクトが相次いで立ち上がりつつある。

⚫ これらのプロジェクトの商用化には、社会実装に向けたロードマップ作りや品質基準の統一化、或いは
トランジション期間での燃焼機器の省エネ化といった課題を官民が一体となって取り組むことが重要。

⚫ こうした課題の解消に向け、官民をあげて幅広く協議し、情報を共有化するため、2022年7月に「グ
リーンLPガス推進官民検討会」を設立。

＜構成員＞

グリーンLPガス推進官民検討会

36

１．ＬＰガス産業の現況

２．令和４年度補正・令和5年度予算
物価高対策に関する総合経済対策

３．ＬＰガスの災害対応

４．ＬＰガスのカーボンニュートラルの動向

５．料金透明化・取引適正化の動向
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「無償貸与」という商慣行とその問題について

【無償貸与の経緯】

⚫ 「無償貸与」は、かつてLPガス事業者が賃貸集合住宅へのガス供給契約獲得のための営
業として、賃貸集合住宅のオーナーにガス給湯機やガスこんろを無償提供したことが始まり。

⚫ その後、集合賃貸住宅のオーナーや建設業者からの要求により、エアコン、インターホン、
Wifi機器、防犯カメラといった様々な製品もLPガス事業者が費用負担し、後日、LPガス
の料金で入居者から回収されるという商慣行に変化。

⚫ また、近年は、オーナーや建設業者からの無償貸与の要求を断るとLPガス供給を受注でき
なくなる事例や、資金力のある大手LPガス会社から、積極的に無償貸与をオーナーや建設
業者に提供し、営業攻勢をかけている事例もある。

【無償貸与が及ぼす影響】

① 多くの製品を費用負担した場合、その物件の料金が高騰。賃貸集合住宅の消費者は、
入居してからLPガス料金を知るので、料金に不満があっても、受け入れるしかないという状
況。消費者に選択の機会が事実上無い。

② 様々な製品の費用負担ができないLPガス事業者は、オーナーから契約を断られるという圧
力がかかるようになった。料金ではなく、無償貸与の大きさで賃貸集合住宅の契約が決
まり、それが消費者の利益につながらないという歪みが発生している。

38

LPガス事業者の賃貸集合住宅への無償貸与の状況

61.7%

38.3%

負担したことがない

負担したことがある

⚫ LPガス事業者の約半数が、賃貸集合住宅のオーナーからの要求に応じて機器の無償貸
与をしている。

⚫ 無償貸与は、LPガス事業者の事業規模に比例して行なわれている。

賃貸集合住宅のオーナー（建物管理会社を含む）からの要求に応じて機器の負担をしたことがあるか

出典：令和3年度石油ガス流通販売経営実態調査

LPガス事業者の
契約戸数
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【参考】 賃貸集合住宅に無償貸与したことがある設備・機器の状況

出典：令和3年度石油ガス流通販売経営実態調査 40

賃貸集合住宅における入居前のＬＰガス料金情報提示の取り組み

空き物件のオーナー

関係団体：
（公社）全国賃貸住宅経営者協会連合会

ＬＰガス料金情報の通知

不動産仲介業者

関係団体：（一社）全国住宅産業協会、 （一社）不動産協会、
（公社）全国宅地建物取引業協会連合会、
（一社）不動産流通経営協会、（公社）全日本不動産協会

ＬＰガス料金情報の通知

ＬＰガス料金情報の提示

入居前の消費者

⚫ 入居してからLPガス料金を知ることになる消費者は、事実上、選択の機会が無く、消費者保護の観点から問題が
ある実態になっている。

⚫ このため、賃貸集合住宅の空き物件にかかるLPガス料金の情報を関係業界の連携により、入居前の消費者に提
示することを要請。（令和３年６月１日に経済産業省、国土交通省から関係業界に協力依頼）

ＬＰガス販売事業者

関係団体：（一社）全国LPガス協会

不動産管理会社

関係団体：
（公財）日本賃貸住宅管理協会
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（出典）https://oil-info.ieej.or.jp/price/price_ippan_lp_gusu.html

⚫ 資源エネルギー庁では、 （一財）日本エネルギー経済研究所石油情報センターを通じて、LPガス
小売価格調査を毎月実施し、図1のような概要や速報（毎月）、確報（偶数月）を公表。

⚫ 調査は、地域的な偏りを低減するため、全国を268のブロックに分けて実施しており、石油情報セ
ンターのHPでは、図２のように、「LPガス地域別検索」が可能。

（出典）https://www.enecho.meti.go.jp/statistics/petroleum_and_lpgas/pl008/

(図１)資源エネルギー庁HPでの調査結果公表 (図２) 石油情報センターHPでのLPガス地域別検索ページ

LPガス小売価格調査の公表について

42
【参考】 全国LPガス協会の都道府県協会に対する賃貸集合住宅の

ＬＰガス料金提供調査の結果（令和４年2月3日流通委員会報告）

• 不動産管理会社等からの問合せが少ない。
• 不動産管理会社等がＬＰガス料金の情報提供の取り組みを初めて知った。
• 不動産管理会社等がＬＰガス料金を情報提供すると他の各ＬＰガス販売事業者に提供し、
安いＬＰガス料金であれば供給権を与える行為がある。

• 不動産管理会社等からエアコン、給湯器の提供を求められると経営が成り立たない。
• 地元の宅地建物取引協会と情報交換を行っている。

（1）本件について、会員に対して講習会等を実施していますか。(複数回答可)

実施内容 回答数

① 会員に文書で通知した。 32件

② 会議等で説明した。 31件

③ 会議等で推進策を検討した。 9件

④ 支部ごとに説明した。 4件

⑤ 講習会等で説明した。 10件

⑥ 地元の不動産団体等と意見交換を行った。 2件

⑦ 広報誌等で周知した。 13件

⑧ 周知していない。 0件

⑨ その他（具体的な取り組みを記載） 16件

②～⑥の不動産管理会社等の反応やコメント等概要

• 当該県協会ホームページに本
件について掲載した。

• 経産省による当該県協会理事
向けに講演をお願いした。

• アパートオーナー向けチラシ
データを作成し、当該県協会
ホームページに掲載した。

• 県営住宅もあることから県庁
にも紹介した。

⑨具体的な取り組み

• ４７都道府県協会は、様々な
方法で会員に周知を行った。
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【参考】 神奈川県LPガス協会作成のオーナー向けの注意喚起のチラシ
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【参考】 再度の周知を図った宮城県LPガス協会の会員への通知

令和4年3月14日付け
プロパン・ブタンニュース記事
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LPガス事業者と消費者団体との懇談会

⚫今年度も各地方ブロック単位でのLPガス事業者・消費者団体とのLPG懇談会を実施。
＜実施スケジュール＞
・7/11（月）北関東 ・7/27（水）南関東 ・8/26（金）北海道 ・9/6（火）東北
・9/22（木）中部 ・10/13（木）近畿 ・10/18（火）中国 ・11/4（金）四国
・11/16（木）九州・沖縄

⚫令和3年6月の賃貸集合住宅におけるＬＰガス料金情報提供のフォローアップを行うととも
に、取引適正化、LPガスのカーボンニュートラルに向けた意見交換を行っている。

＜取引適正化に関する主な意見＞

➢ 不動産業界との連携が不足している。LPガス事業者からの料金情報の提供は進んで
いるとのことだが、不動産業界から料金の説明が見受けられない。【消費者団体】

➢ LPガス事業者、物件のオーナー、不動産管理会社、ハウスメーカーなど関係者が多い。
国土交通省・消費者庁と協力した取組を期待。【消費者団体】

➢ HPを設けていない事業者は一定程度おり、引き続きHPの開設・料金の掲載に向け
た活動は必要。【LPガス事業者】
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⚫ LPガス事業者から物件のオーナー、不動産管理会社（サブリース会社）への料金提示は、
一定程度までは取り組みが進むと見られる。

⚫料金を通知しても、不動産関係者に、この活動が認識されていない様子で、話が通じない
という声もある。賃貸集合住宅の入居希望者へのLPガス料金の事前提示は国から協力
要請があることの認識が不十分な状況と思われる。

⚫改めて協力要請を実施するなど、周知を行うとともに、不動産関係者の協力を得るための
取組を実施していく。

＜今後の検討＞

➢ 不動産関係団体とのコミュニケーションの確立。

➢ 不動産仲介業者へのアンケート調査の実施。

➢ 注力してモデルになる都道府県の設置、全国への展開の模索。

➢ 全国のLPガス事業者（100社程度）へのヒアリングを通じて、LPガス事業者側の実
施状況を再確認。（今年度、LPガス振興センターにおいて実施）

47

賃貸集合住宅の事前料金提示活動の今後の検討



貸付配管（無償配管）問題

⚫ 一軒家の建築の際に、工務店・建設業者が提携しているLPガス業者に屋内配管工事をさ
せる商慣行。配管工事費は住宅建築費には含めず、LPガス業者が配管の所有権もったま
まで、LPガス供給を行う特徴があり、工務店・LPガス業者・家主の関係は以下のとおり。

➢ 工務店・建設業者：配管工事費が含まれないので、住宅建築費が安くできる。
➢ LPガス業者：配管工事費を負担することで、その住宅のガス供給契約を確保し易くなる。さらに、ガス業者の切り替えを家

主から迫られた際は、配管工事費の支払いを求めることで、業者切り替えを抑制できる。
➢ 家主：本来なら負担すべき配管工事費を負担せずにLPガスを利用できる。（ガス業者切り替えをしたい場合は、配管工事

費相当額を支払うことで清算）※ただし、基本料金としてLPガス業者に回収されている面あり。

⚫ 貸付配管は、かつては、家主に告知されないままに、工務店・建設業者とLPガス業者と
の間で仕組まれ、家主がガス業者切り替えをしようとすると、突然、高額の配管工事費
を請求するという行為があった。この様なLPガス業者の主張は裁判や公正取引委員会の
見解によって否定されたため、平成11年に経産省が「流通アクションプラン」を作成し、それ
に基づき、業界が「LPガス販売指針」を策定。契約の時に配管の所有権がLPガス業者に
あることを明示することを規定する（家主との間で事前の合意を取り付ける）ことによって、
現在に至っている。

⚫ 現在では、配管工事費は建物建築費には含まれない場合にはその旨明示することが、平
成12年に宅建法に基づく不動産業者の告知義務事項に盛り込まれるとともに、LPガス供
給契約（もしくは覚書）に明記し、配管の所有権は工事費を負担したLPガス業者に帰
属しており、そのLPガス業者からガス供給を受ける条件で、家主に配管を無償貸与すると
いう契約で実施される。
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昭和の時代 商慣行の広がりと、消費者トラブルの顕在化
当時の無償配管は、建物購入者には告知されていないことが多く、LPガス事業者を切り替えようとしたときに、初めて無償配管であることを告げ
られ、解約の際に配管買取のために、不当に高い配管費用を請求されたりと、LPガス事業者と消費者との間でトラブルが発生していた。

平成９年4月 液石法施行規則改訂
消費者とのトラブルを予防するため、情報提供することを義務化。（消費者に渡す14条書面に、配管、ガス機器等の所有権の所在や、費用
負担、精算方法の明記を義務付け。）

平成11年6月 公正取引委員会によるLPガスの取引慣行の調査結果（建物所有者に告知されない無償配管の是正勧告）
➢ 無償配管の所有権については、不動産に附合する物の所有権に関する民法の規定により、原則、建物所有者にあると考えられ、例外的には、
建築業者が、住宅の売買基本契約の際の重要事項説明において、配管の所有権がLPガス業者にある旨を説明し、住宅購入者の理解を
得た上で、それを明記した書面を交付していることが求められる旨見解を示した。

➢ 無償貸与については、ガス業者が建築業者に対して、業界の商慣習に照らして不当に高額なものを無償提供することによって、顧客を獲得す
る場合は、不公正な取引方法として独禁法上の問題を生じる可能性がある旨指摘。

平成11年10月 経済産業省による流通アクションプラン（LPガス業界への無償配管撤廃の検討を要請）
建物と消費配管は、付合関係にあることから、LPガス事業者が配管所有権を主張することは通常不可能であり、LPガス事業者は配管所有
権を主張できない、と見解を示し、無償配管の見直しの検討をLPガス業界に求めた。
なお、例外として、弱い付合の場合において、重要事項説明時に説明書に明記し、かつ明確に説明して、消費者の家屋取得に先立ち、消
費配管は別売りで所有権は販売事業者に帰属していることを消費者に認識させる措置を講じている場合は、所有権を得ることができると示
唆していた。

平成12年９月 LPガス販売指針の策定（全国LPガス協会による業界自主ルール）
家主との間で配管の所有権がLPガス業者にあることが合意され、14条書面等において、利用料や途中解約の条件が記載されている場合は、
所有権に基づく費用の請求ができる旨記載。以降、無償配管は、契約化（「貸付配管」と呼称）が進展。

平成28年2月～5月 資源・燃料分科会 液化石油ガス流通ワーキンググループ
都市ガスや電力の小売り自由化の動きを背景に、LPガスの料金透明化・取引適正化を議論。料金に上乗せされている配管費用や無
償貸与機器の費用を消費者に明示する三部料金制等を提言。料金の公表等を求める、取引適正化ガイドラインを策定。

平成28年3月 国交省から不動産業界団体への情報提供依頼（賃貸集合住宅の場合、不動産屋が入居検討者にLPガス業者名と連絡先を伝える）
令和3年 6月 国交省・経産省から業界団体への賃貸集合住宅物件のLPガス料金の情報提供依頼（入居検討者にその物件の料金を提示）

【参考】 貸付配管（無償配管）/無償貸与の是正に向けた取り組みの経緯

49



貸付配管（無償配管）に関する訴訟の動向

⚫ 解約時の貸付（無償）配管の清算について、消費者側が支払いを拒否することがあり、これまで多数
の訴訟事件が発生。そのような訴訟において、重要事項説明書での配管所有の記述や貸付配管の
契約書による合意、14条書面での説明があっても、LPガス会社に配管所有権が認められる判決事
例は少ないのが実態。

⚫ 判決文では以下の観点が示されることが多く、物理的・機能的に配管は建物と強く付合しているため、
民法242条により、建物所有者が配管の所有者であるという結論となっている。LPガス会社の配管
所有権を認めない結論から、解約時の消費者への請求も認めず、敗訴になる事例が多い。

① 配管は床下や壁の中に設置されているため、容易に撤去できず、建物と一体となっており、配管は独立性を失っている
② ガスは生活インフラであり、建物に不可欠な機能である
③ 撤去した配管は再利用できず、価値がなくなるため、撤去することは社会経済的に意味が無い

⚫ 配管所有権が無いとしても、配管設置費をLPガス会社が負担したことを以て、消費者に請求することは
認められるべきとの主張がLPガス会社からあるが、その請求は建設会社にするべきであり、消費者にする
べきではない旨の判決が示されている。

⚫ LPガス会社に配管所有権があることを前提とした無償配管は根底から司法に否定されているような
状況。

民法242条
不動産の所有者は、その不動産に従として付合した物の所有権を取得する。
ただし、権原によってその物を附属させた他人の権利を妨げない。

※学説上、但し書の適用は、「弱い付合」と判断されるときだけとされており、裁判所は学説を踏まえた判決をしていると考えられる。
民法第242条は強制法規であり、消費者と事業者の間の合意で、適用を変えることはできないとされている。
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裁判例の判断傾向のフローチャート

（出典）無償配管・無償貸与に関す裁判例の調査・分析結果報告書
（長島・大野・常松法律事務所）より 51



無償配管・無償貸与問題懇談会の開催

⚫無償配管（貸付配管）に関する訴訟結果を踏まえ、弁護士・学識経験者・LPガス事業
者が課題解決に向けた意見交換を行う「無償配管・無償貸与問題懇談会」を2回開催。
・第1回 5/31（火） ・第2回 6/27（月）

＜懇談会の概要＞

➢ 無償配管の慣行自体に、消費者の生活や利益を保護するための公共的な役割があ
るとは言いがたい。【弁護士】

➢ 設備費用の代金を毎月の請求料金に含めた契約、または設備費用を一括して支払
い、その後はLPガス料金だけを請求するという「契約の選択」を顧客に提案する取組
みをすることによって、消費者の理解を得る必要がある。【LPガス事業者】

➢ 設備料金を含め、LPガス料金の公表の取組みの促進が必要。【LPガス事業者】

➢ 顧客獲得に積極姿勢を見せる特定事業者やブローカーの存在が、裁判を増幅させて
いる可能性がある。【LPガス事業者】
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無償貸与・貸付（無償）配管問題の課題解決に向けた論点

⚫顧客を獲得するために、ＬＰ事業者間の過当競争に陥っており、その勧誘費用がＬＰ料
金に反映されることで消費者の不利益につながっているのではないか。

⚫現在の商慣行を見直すとともに、制度改正も含めた議論を行う必要があるのではないか。

＜制度改正の論点（案）＞

➢ 消費配管やガス機器等については、LPガス供給契約と分離し、物件所有者（戸建
て住宅であれば居住者、集合住宅であればオーナー）が適正な対価を払って、所有
権を有する契約としてはどうか。（LPガス供給契約におけるLPガス料金と設備費の分
離、「三部料金制」の見直し）

※支払いの方法は一括購入や分割購入等、物件所有者とLPガス事業者の間で調整。ガス機器等をLPガ
ス事業者からリースする場合は、顧客と適切にリース契約を締結。

➢ 賃貸集合住宅への導入設備等の投資に対して、LPガス事業者が費用回収をする際
には、入居者とのLPガス供給契約とは別に、オーナーもしくは不動産管理会社と導入
設備等の費用回収・メンテナンス実施等の契約を締結してはどうか。（設備のLPガス
の料金との分離）

➢ 配管工事を建設会社からLPガス事業者に発注された際には、建設業者に対して適
切に請求してはどうか。（建設業者－LPガス事業者間の商慣習の見直し）
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LPガスの無償貸与・無償配管への対応について

• 無償貸与・貸付（無償）配管の商慣行によるLP業界、消費者に関連する問題を是正するため
、以下のような制度改正の対応を検討中。

• 消費者負担の設備費（消費配管など）とガス料金を分離し、液石法省令等で明確化。
→ⅰ) ガス供給契約におけるガス料金は基本料金、従量料金のみとし、設備費を除外する
ⅱ) 消費配管やその他の設備費は、別途、売買契約（一括・分割）の締結を指導

※戸建の場合の論点として、所有権は物件所有者に移転させる

【注】赤字で記載の、貸付配管・無償貸与の部分が、消費者のLP料金に影響を与えている。

●貸付配管契約（所有者-LP事業者間） ●無償貸与契約（オーナー・不動産会社-LP事業者間）

入居者

無償貸与契約
による設備(※)

家賃
支払

LP料金
支払

LP料金請求
（ガス料金＋(※)の設備費転嫁）

不動産会社等オーナー

住居の
貸与

無償での
設備投資要求住宅の所有権

移転（LP配
管含まず）

所有者

支払

無償での
配管工事

LP料金
支払

配管を貸付、LP料金請求
（ガス料金＋配管費用）

LPガス消費者（住宅
所有者）を斡旋

住宅メーカー

LP事業者

LP事業者

現
状
の
貸
付
配
管
・
無
償
貸
与
の
商
慣
行

⇒今後、資源・燃料分科会 石油・天然ガス小委員会の下部組織である液化石油ガス流通WGを再始動し、 LPガ
ス料金の透明化に資する取引適正化に向けた今後の方向性を検討する。 54

ご静聴ありがとうございました。


